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＜調査の概要＞
（１）調査対象者

全⽇本トラック協会策定「⾃主⾏動計画」の取組事業者 １９者

（２）調査期間
令和７年１０⽉１0⽇〜１０⽉31⽇

（３）調査⽅法
電⼦メールにより実施

（４）調査内容
コスト負担の適正化、運賃・料⾦の決定⽅法の適正化、契約書⾯化推進、
⽀払条件の適正化、多層化取引にかかる取引適正化に関する取組等

（５）回収率
調査依頼数 ︓１９事業者
調査回答者数 ︓１９事業者
回 収 率 ︓１００ %
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⽬ 次

１．コスト負担の適正化に関する取組事項

２．運賃・料⾦の決定⽅法の適正化に関する取組事項

３．契約書⾯化推進に関する取組事項

４．⽀払条件の適正化に関する取組事項

５ ．多層化取引にかかる取引適正化に関する取組事項

６ ．改善基準告⽰の遵守及び⻑時間労働抑制に関する取組事項

７ ．⽣産性向上（付加価値向上）に関する取組事項

８ ．⾃然現象による災害等への対応に関する取組事項

９ ． 取引上の問題を申し出しやすい環境整備に関する取組事項

１０. 「徹底プラン」への対応
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